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商事法における会計基準の受容（１４）―アメリカ（３）会社法と会計基準（弥永）
１　配当規制と会計実務・会計基準
　かつて、各州の会社法は、計算書類の作成と株主への提供との関連では会計処理
の原則及び手続きに言及しないのが一般的であり（２参照）、会社法においては、
主として、分配規制との関連で、会計処理の原則及び手続きが問題とされてきた１。
（１）１９５０年代以前の州会社法と会計実務・会計基準
　各州の会社法は、会計処理の原則及び手続きについては沈黙していたと評価され
ているが（Zef［１９７２］p.１３０, Bush［２００５］p.６）２、裁判所は、配当規制との関連で
の資産評価にあたっては、会計の原則を採用し、それに従っていたといわれている
（e.g. Bonbright［１９３７］p.９２０, Hils［１９５７］p.５６３）３。Balantineは、評価、減価償却
及び減耗償却のような、いくかのトピックについては、法は、よい会計実務
（good accounting practice）とでもいうべきものを黙示的に採用していたと評価して
いた（Balantine［１９４６］pp.５２９-５３０）。そして、Bakerは、裁判に会計文献が証拠と
して提出され、会計士が専門家としてそれなりの会計士であればどのように行動す
るかを証言するという状況の下では、「我々が好むと好まざるとにかかわらず、ま
た、われわれが気づいているか否かにかかわらず、会計士がわれわれの法を作って
３７
論　説
商事法における会計基準の受容（１４） 
―アメリカ（３）会社法と会計基準 
弥永　真生
１　アメリカにおける配当規制については、津守［１９６２］、森［１９７４］、吉原［１９８５］、伊藤
［１９９６］など参照。
２　もっとも、Hackneyは、州会社法は、長年にわたって、現代会計の発展より先を行ってい
たと評価している（Hackney［１９６５］p.７９８）。
３　Hackneyは、一方が採用し、他方が追従したにせよ、両者がたまたま一致したにせよ、
（１９６５年時点で）「３、４０年前までは、所得（income）の会計上及び法的概念と配当規制は
一般的に所得とは純資産増加であるという概念に従っていた」と指摘する（Hackney
［１９６５］p.８１３）。e.g. Stein v. Strathmore Worsted Mils, ２２１ Mass. ８６, １０８ N.E. １０２９（１９１５） .
See also American Institute of Accountants, Study Group on Business Income［１９５２］pp.２１, 
２３-２５ and ２７-２８, Fiflis and Kripke［１９７７］pp.１２１-１２７ an ４２８-４３１.
いる可能性がある」とし、また、「それが一律に行われている（uniform）会計実務と
はいえないとしても、よい会計実務でありうる」と指摘したが（Baker［１９４２］
p.１９０）、Balantineもこの指摘に与していた（Balantine［１９４６］p.５２９）。
　そして、裁判所は、配当規制との関連での資産評価の適否を判断するにあたって
は、企業の会計担当者または会計専門職業人が慣習的に採用していた取得原価主義
（棚卸資産に係る低価主義を含む）に依拠していた（伊藤［１９９６］６０-６２頁参照。See 
Hils［１９１８a］pp.１５５-１６０, Hils［１９１８b］pp.１９３-１９４, Reiter［１９２６］pp.２４２-２４５, Krauss
［１９３１］p.２２１, Bonbright［１９３７］pp.９２０, ９２３-９２４, Balantine［１９４６］p.５７４）。
　しかし、配当の支払または資産の分配の後に残る資産の価値が資本または株式資本
を含めた債務及び負債の合計額を下回る場合には、配当を宣言しまたは支払うことを
禁止していた１９２３年改正（Laws １９２３, c. ７８７）後ニューヨーク州株式会社法第５８条の
解釈を示したRandal v. Bailey事件第一審判決（Randal v. Bailey, ２３ N.Y.S.２d １７３
（N. Y. Sup. Ct, １９４０））においては、「この問題は…何が健全な（sound）経営判断、
財務政策または正しい
・・・
（proper）会計実務
・・・・
であるかという問題…ではない。…判断
しなければならない問題は、現行の制定法に対する違反があったか否かである。制
定法の解釈こそが問題である」（圏点―弥永）と判示し（２３ N.Y.S.２d, at １７９）、「資
産の原価が長期にわたってその資産の公正価値を反映しているか否かを検討するこ
とは、取締役にとって不可能なことでも、実行不可能な（unfeasible）ことではな
いし、法は、取締役に対して、…『会計帳簿の価額をそのまま受け入れる』のでは
なく、まさに、各配当宣言のつど、その資産の価値が配当を正当化できるようなも
のであるか否かを判断するというきわめて重要な事柄に注力することを求めてい
る」、「かりに、取締役が盲目的に、またはのんきに、原価その他の恣意的な数値を
価値を示すものとして受け入れるのであれば、取締役は裁量または判断を行使して
いない」（２３ N.Y.S.２d, at １８４-１８５）と指摘した。また、上訴審判決は、「裁判所は、
剰余金、剰余利益及び資本減損の判断において、…一貫して資産価値原則（value 
of asset rule）を適用してきた４…。そして、立法者は規定を明確化することによっ
て、価値こそが基準であることについての疑問を取り除こうとしたのである」
（Randal v. Bailey, ２８８ N.Y. ２８０, ２８８; ４３ N.E.２d ４３, ４７（N.Y. １９４２）と判示した。
３８
筑波法政第５２号（２０１２）
４　先例として、Strong v. Brooklyn Cross-Town R.R. Co., ９３ N.Y. ４２６, ４３４; Wiliams v. West-
ern Union Telegraph Co., ９３ N.Y. １６２, １９１; Equitable Life Assur. Soc. v. Union Pacific R.R. 
Co., ２１２ N.Y. ３６０, ３７２; People ex rel. Astoria Light, Heat & Power Co. v. Cantor, ２３６ N.Y. 
４１７, ４２４; Smal v. Sulivan, ２４５ N.Y. ３４３が挙げられている。
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　すなわち、Randal v. Bailey事件判決は、配当の可否を決定するにあたっては、よ
い会計実務に基づいて作成された会計帳簿や計算書類上の数値に依拠するのではな
く、企業価値に関する別個の判断が求められることを明らかにしたものと評価するこ
とができる。しかし、Balantineは、健全な会計（sound accounting）は、未実現増価
を払込剰余金（paid-in surplus）や稼得剰余金（earned surplus）と混同してはならな
いと要求しているとして、未実現増価を配当可能額算定に含めるこの判決の立場は
不適切であるという見解を示した（Balantine［１９４６］p.５４１）。また、Herwitzが、
「Randal v. Bailey第一審判決は、未実現増価がニューヨーク法において配当原資を
構成するか否かを判断するに際して、未実現増価に関する会計実務に何の注意も
払っていない。…立法者が会計用語の会計的な意味を全く知らなかったとは考えら
れないから、条文解釈の伝統的な第一歩―立法意思の探究―は、少なくとも会計的
な背景から始めるべきである」という批判を加えていたことにも表れているように
（Herwitz［１９６６］p.３２６）、少なくとも、配当規制との関連において、一般に受け入
れられた会計原則あるいは健全な会計実務の意義を強調しない州も少なからず存在
したと評価することができよう（See also Siegel［１９８５］p.３１９）。
（２）１９５０年模範事業会社法
　１９５０年模範事業会社法第４０条は、現金または財産による場合には、原則として、
配当は、会社の未処分稼得剰余金（unrestricted earned surplus）からのみ宣言し支
払うことができる旨を定めていた。ここで、「稼得剰余金」は、「剰余金（surplus）
のうち、会社の設立日または欠損が資本剰余金（capital surplus）もしくは表示資本
（stated capital）の取崩しその他の方法によって填補された直近日以降の純利益
（net profit）、収益（income）、利得及び損失（gains and losses）から、その後に稼
得剰余金からなされた株主への分配ならびに表示資本及び資本剰余金への組入れを
控除した残高に等しい額」（２条（l）号）と定義され、「剰余金」とは、会社の純
資産（net asset）が会社の表示資本を超える部分」をいうものとされていたが（２
条（k）号）、「純資産」とは、自己株式を除いた会社の総資産が、その総負債を超
える額」をいうとのみ定義され（２条（i）号）、総資産の額や総負債の額をどのよ
うに定めるかについては、明示的な規定は設けられていなかった。実際、Seward
（会社法委員会委員）は、模範事業会社法においては「どの評価基準が用いられる
べきかを示していない」と指摘しつつ、「評価基準は明示されていないが、帳簿価
３９
格は決定要因ではない（not determinative）ことは明らかである」５としていた
（Seward［１９５２］p.４４０）６。そして、Garret（会社法委員会委員）も、未実現増価が
稼得剰余金に含まれると、Garretを含む会社法委員会の委員は解していたと指摘し
ている（Garet［１９５８］p.２５９）。
　もっとも、Hackneyは、模範事業会社法（及びそれをとりいれた州法）における稼得
剰余金の定義は、アメリカ会計士協会の会計用語公報第１号（American Institute of 
Accountants［１９５３］pp. ３３-３４）に倣ったものであり（See Hackney［１９５７］pp.１３６１-
１３６２）、一般に認められた会計原則である評価原則に従うことを求めるものであると
解釈すべきであるとする（Hackney［１９８３］p.２８）。
　他方で、第４３条は、違法な利益配当を宣言した取締役の責任に関して、「取締役
は、会社の社長もしくは会計担当役員によって正確であると報告され、または独立
の公共会計士、公認会計士もしくは会計事務所によって会社の財務状況を公正に反
映していると証明された財務諸表を、善意で信頼しかつそれに基づいて行動した場
合には、責任を負わない。また、配当または分配が可能な額の決定にあたって、善
意で、資産が帳簿価格に相当すると推測した場合にも、取締役は責任を負わない。」
と定めていた７。たとえば、Garretは、この規定は、「会社の適切な役員または独立
の会計士が提出した財務諸表に善意で信頼し、また、同じように、会社資産が帳簿
価格に相当すると推測したときには、取締役を免責している。この免責は、多くの
場合に記帳者（bookkeeper）ではない取締役を、会社の活動の究極の保証人となる
ことから保護している」と位置付けていた（Garet［１９５８］pp.２６２-２６３）。
（３）１９７７年カリフォルニア州一般会社法
　１９３１年一般会社法（General Corporation Law）８に代わって制定された１９７７年カリ
フォルニア州一般会社法（California General Corporation Law）９第５００条は、分配の
直前における会社の留保利益（retained earnings）の額が提案された分配の額に等
４０
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５　Gibsonも「明らかに価値が律する基準である。…したがって、固定資産の価値は最終的
かつ支配的な剰余金のテスト、模範法における許容可能な配当のテストである」と解釈し
ている（Gibson［１９６２］p.４８７）。
６　そして、ニューヨーク州のRandal v. Bailey事件判決において、「定義なくして到達した
ものと結果は同じである」としていた。
７　この条項は、１９２７年オハイオ州一般会社法１２３条や１９３１年カリフォルニア州一般会社法
３６３条をふまえた、１９３３年イリノイ州事業会社法４２条に倣ったものである（Garet［１９５２］
p.４２４．伊藤［１９９６］１２４頁参照）。
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しいか上回る場合に分配を行なうことができるとしつつ（（a）項）、分配直後に
（１）会社の資産の総額（のれん、資産計上された研究開発費、繰延資産を除く）
が会社の負債（繰延税金負債、繰延収益その他の繰延貸方項目を除く）の１２５％以
上であり、かつ、（２）会社の流動資産の額が流動負債の額（直近２会計年度にお
ける法人税・利息支払控除前の利益の額の平均が当該期間における利息支払額の平
均よりも少ない場合は、流動負債の額の１２５％）以上である場合には分配を行うこ
とができると規定している。１９７７年当時においては、このような配当規制の枠組み
は斬新なものであったが、１９７７年カリフォルニア州一般会社法第１１４条は、―分配
規制との関連でのみ意義を有するわけではないが―、「本編における会社の財務諸
表、貸借対照表、損益計算書、財務状況変動計算書への言及、ならびに、会社の資
産、負債、収益、留保利益及び同様の会計項目への言及は、本編の各条において別
段の定めがない限り、その時点で適用される一般に認められた会計原則に適合し
て、それが表示すべき事項を一般に認められた会計原則に適合して適正に表示し
て、作成されまたは計算された計算書類または会計項目をいう」と定めた点が注目
に値する１０。
　第１１４条がこのように定めた背景について、Marshは、「配当及び自己株式取得に
ついてのすべての制限は、不可避的に会計概念と関係する。なぜなら、そのような
規制に関するすべての条文は、会社の配当支払能力の測定手段として、貸借対照表
や損益計算書の中のさまざまな項目を参照してきたからである。しかし、法は、一
般に、会計に関する専門家は会計士であって法律家や裁判所ではないということを
認識したがらなかった。その結果、条文や判例は、同じ会計項目について、その事
業遂行の説明のために監査人によって求められ、または登録の際に証券取引委員会
によって求められる方法と、配当制限の目的のための計算との間に、さまざまな不
一致を作り出してきた。とりわけ、改正前法は、多くの事項の会計上の取り扱いに
４１
８　１９４７年に会社法典（Corporations Code）として法典化された。なお、１９３１年一般会社法
３４６条が現金または財産による配当をなしうる場合を定めていたが、その第２項は、残余財
産分配優先株主の保護の観点から、純資産の価値が残余財産分配優先株主に支払うべき総
額を下回る場合には配当の支払いをしてはならないと定めていた。しかし、Balantineはこ
こでいう純資産の価値（value）とは一般に健全な会計処理方法によって計上されている帳
簿価額をいうと説明していた（Balantine［１９３２］p.３４７）。
９　現在は、会社法典（Corporations Code）として法典化されている。
１０　Hackneyは、カリフォルニア州のこのようなアプローチが立法論として適切であるとして
いる（Hackney［１９８３］p.３４）。
ついて、後に時代遅れとなった方法によって規制していた。そのため、ある一定の
時点において、会社が配当または自己株式を取得することができるか否かを判断す
るために、会社は一般に認められた会計原則に合致した帳簿とカリフォルニア州一
般会社法に合致した帳簿との２通りを用意しなければならなかった。」と説明して
いる（Marsh［１９７７］pp.１２６-１２７）。そして、Marshは、「１９７７年法に関して、起草
委員会によって、一つの基本的な決定が下された。それは、権威ある会計専門職業
人がこれまでに発表してきた文字通り何百もの意見に含まれている会計原則審議会
や新しい財務会計基準審議会のすべての仕事をやり直そうとしない限り、法律がさ
まざまな項目の会計処理を継続的に特定しようとすることはできないであろうとい
うことである。そのようなことは実際不可能であるばかりでなく、愚かなことであ
ると考えられた。なぜなら、法律家はこの分野において、会計原則を決定すること
につき公的な責任を負う人々よりも多くの知識と知恵を有しているとはいえないか
らである。そこで、１９７７年法においては、配当や分配の制限に関する第５章におい
て用いられる様々な会計項目は、財務会計基準審議会（あるいはその前身である会
計原則審議会）によって定められた『一般に認められた会計原則』によって決定さ
れるべきであるとの決定がなされた。もちろん、これらの原則は常に発展し進歩し
ており、それらを立法の中に固定しようとするいかなる試みも、１９３１年法と同じよ
うに、非生産的であろう。」と、第１１４条の立法趣旨を説明した（Marsh［１９７７］
pp.１２６-１２７）。
　このように、第１１４条にいう「一般に認められた会計原則」とは、財務会計基準
審議会を中心にして形成され証券取引委員会によって認められた会計基準群を指す
との解釈を起草者は前提としていたし、その後においてもこの点に変わりはない
（e.g. Dreyfuss［１９７６］pp.８４５-８４７）。「一般に認められた会計原則」による帳簿を作
成していないような小規模会社についての適用除外は定められていない。これは、
適用除外を認めるべきであるというのであれば「以下のような疑問が生じてくる。
かりに、決定が『一般に認められた会計原則』を基礎としてなされるのでないとし
たら、何を基礎にしてなされるべきだというのか？実際、会計専門職業人によって
認められた会計原則すべてを法律の中で言い換え、改訂しようとする以外、いかな
る代替的手段もない。そのようなことは不可能である。」（Marsh［１９７７］pp.１２６-
１２７）という考えに基づいている。
４２
筑波法政第５２号（２０１２）
商事法における会計基準の受容（１４）―アメリカ（３）会社法と会計基準（弥永）
（４）１９８０年模範事業会社法改訂
　１９８０年に模範事業会社法の財務関連規定が大幅に改訂され、表示資本と株式額面
が廃止され、表示資本を基礎としない分配規制が定められた。１９８０年改訂後模範事
業会社法第４５条１項は、分配によって、通常の業務の過程において支払期限の到達
する債務を会社が弁済することができなくなる場合（（a）号）または会社の総資産
が、総負債及び（会社の定款が許容しない限り）清算時に優先権を有する発行済株
式すべてに関して支払われるべき最大額の合計を下回ることとなる場合（（b）号）
には、分配を行うことができないと定めていたが、２項は、「（b）号における判断
は、（i）その状況において合理的な会計実務と原則とを基礎として作成された財務
諸表、または（i）公正価値評価（fair valuation）もしくはその状況において合理
的なその他の方法に基づくことができる。」と定めていた。
　このように、１９８０年改訂後模範事業会社法第４５条に技術的な会計用語や特定の会
計概念が組み込まれなかったのは、「主として、そのような用語や概念は、財務会
計基準審議会、アメリカ公認会計士協会、証券取引委員会その他によって絶え間な
く見直され、改訂されているからである。当委員会は、模範法は、取締役会が職業
的または専門的技倆に信頼を置く権利及び問題となっている事項に関わる該当する
重要な基準に関して合理的に情報を得なければならない義務に鑑み、そのような会
計事項の決定（determinations and resolutions）は取締役会の判断に委ねられるべき
であるという結論に達した」ことによると説明されている（Commitee on 
Corporate Laws［１９７９］p.１８８４） １１。そして、２項（i）が「その状況において合理的
な会計実務と原則」と定め、「一般に認められた会計原則（generaly accepted 
accounting principles）」とは定めなかったこと１２について、「ある特定の問題点につ
いて等しく受容可能な代替的処理方法があり、そのような原則を解釈するにあたっ
て判断が必要な分野がありうるという認識の下では、さまざまな会計原則に関する
広範な論争及び会計原則の絶え間ない見直しは、法の問題として、合理性という制
定法上の基準を要請する。このことは、その規定が一般に認められた会計原則の使
４３
１１　See also Scriggins［２０１１］．
１２　「取締役は、通常、一般に認められた会計原則を用いること、及び、一般に認められた会
計原則について職業的会計士の助言に推定的な影響力（presumptive weight）を与えること
が認められているが、重要なのは、新条文はその状況において合理的な会計実務と原則を
用いることを求めているのであり、一般に認められた会計原則を条文化することはしてい
ない」と指摘している（Commitee on Corporate Laws［１９７９］p.１８８４）。
用と依拠を退けようとするものではない。むしろ、一般に認められた会計原則の使
用はほとんどの場合において原則的なルールであると予想される。しかしながら、
その規定は、分配の有効性の究極的な法律判断という観点からは、特定の会計原則
をその時点における状況に適用するにあたって、全体の状況をふまえて十分な情報
を得て行われる経営判断（informed business judgement）を求めているのである」
としている（Commitee on Corporate Laws［１９７９］p.１８８４）１３。
　また、『配当の適法性に関する論点についてのタスクフォース報告書』（Task 
Force［１９８３］）では、「われわれは、合衆国における圧倒的多数の会社が小さく、
多くの場合、独立会計士も一般に認められた会計原則に基づき作成された財務諸表
も有していないことを認識している。決定的（conclusive）セーフ・ハーバーメリッ
トは認められないとしても、一般に認められた会計原則以外の原則に基づいて作成
された財務諸表への依拠も、その状況において合理的であるなら、認められるべき
である。それゆえ、模範法改正の起草者は、『公正価値評価またはその状況におい
て合理的な他の方法』によって負債や資産が評価されることを認めることによっ
て、柔軟性をもたらすことが必要であるとどうやら感じたようである。」と評価し
ている（Task Force［１９８３］p.３０３）。
　他方、会社法委員会報告書は、「もし、会社の財務諸表が一般に認められた会計
原則に従って表示されていない場合には、取締役会は、通常、資産総額と負債総額
の公正さを決定するために、資産がどの程度公正に評価されていないのか、または
負債がどの程度過少評価されているかを注意深く検討すべきである」としており
（Commitee on Corporate Laws［１９７９］p.１８８４）、会社の財務諸表が一般に認められ
た会計原則に従って表示されているときには、資産と負債が公正に評価されている
４４
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１３　なお、公正価値評価またはその状況において合理的なその他の方法に基づくことを許容
している点（２項（i））については、「新４５条は、また、公正価値またはその状況において
合理的な他の方法を基礎とした決定を特に認めている。したがって、この規定は、特に歴
史的原価主義からの離脱を認め、分配可能な資金を決定するために再評価法を用いること
を認めている。委員会の見解によれば、規定の中に特定の評価方法を示すことは、企業の
性質やその決定がされる目的など、状況に応じて異なる方法が等しく妥当性を持ちうるこ
とから見て、推奨できない。たとえば、ほとんどの企業において「即時売却（quick sale）」
清算価値を適用することは、とりわけ、通常の配当の支払に関しては、不適切である。他方、
一定の状況、たとえば、清算中の、または資産や事業拠点を相当程度削減しつつある企業に
おいては、即時清算価値を用いることが適切でありうる。ほとんどの場合、企業が継続企業
として存続すると期待されるのであれば、継続企業を前提とした公正価値評価が適切である
可能性が高い」と指摘していた（Commitee on Corporate Laws［１９７９］p.１８８５）。
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という事実上の推定が働くことを前提としているのではないかとも考えられる１４。
　また、『配当の適法性に関する論点についてのタスクフォース報告書』では、近
時の一般に認められた会計原則の発展が配当規制においてどのように取り扱われる
べきか、一般に認められた会計原則に基づいて作成された計算書類に善意で信頼を
置いて配当を宣言した取締役についてのセーフ・ハーバー（safe harbor）条項を州
法に設けるべきか、それとも、一般に認められた会計原則が当該状況の中で合理的
な会計原則であることを取締役は判断しなければならないものとすべきか、及び、
配当可能か否かにつき、財務数値に基づくテストをすべて削除し、支払不能テスト
のみを州会社法は定めるべきか否かが検討されているが（Task Force［１９８３］
pp.２９０-２９１）、「制定法において、純資産や負債を決定する際に用いられるべき会計
原則は通常は特定されていない。それでは、財務諸表テストを定めている制定法の
下では、どのような会計原則が適用されるべきか。一般に認められた会計原則は、
裁判所にとって、断然、最も実務的な基準である。」（Task Force［１９８３］p.２９２）と
指摘されている。このように解する根拠としては、①いくつかの規制事業分野を除
いて、証券取引委員会によって上場企業に対して、アメリカ公認会計士協会によっ
て非上場企業に対しても、一般に認められた会計原則の適用が求められており、そ
の結果、上場会社及び大規模の非上場会社の金融債権者、取引債権者及び株主等は
一般に認められた会計原則に基づいて作成された財務諸表を受け取っていること、
②一般に認められた会計原則は、継続企業である会社の現金配当支払能力に関する
情報の提供をその目的の一部としており、この点で、配当規制の目的と合致してい
ること、③会計上の諸概念は複雑な定義、仮定及びしばしば個別的になされる判断
のネットワークであるため、裁判所は、個別の項目について選択し、排除し、また
は改訂することに適さないこと、及び、④取締役が公共会計士によって作成された
計算書類に信頼を置くことを認めることによって黙示的に一般に受け入れられた会
計原則を会計上の基準として認める州（たとえば、デラウェア、ニューヨーク）、
または明示的に、一般に認められた会計原則の使用を認める州（たとえば、カリ
フォルニア、メリーランド、ノースカロライナ）が存在することが、指摘されてい
た（Task Force［１９８３］pp.２９２-２９４）。
４５
１４　Hackneyは、取締役会は、従った会計の実務及び原則が「その状況の下で合理的」である
かどうかを判断する責任を負っているので、監査済財務諸表はセーフ・ハーバーを提供する
ものではないように思われると指摘していた（Hackney［１９８３］p.１５，footnote ５５）。
　そして、取締役は、きわめて複雑な仮定や判断を求める会計基準に責任を負うこ
とができるほどの経験も能力も有していないから、会計原則を選択し、または改訂
することに適さないということは、取締役においても裁判所と全く変わりがない
（Task Force［１９８３］p.３００）、会社法委員会の解説において、一般に認められた会計
原則は、すでに、事実上、セーフ・ハーバーとして扱われていること、及び、一般
に認められた会計原則と代替的な会計原則とを比較検討することは複雑で困難な問
題であるとしたうえで、「われわれは、制定法において、取締役に複数の会計原則
から［いずれを選択すべきかの］判断を求めることが合理的であるかどうか、疑わ
しいと考える。われわれは、一般に認められた会計原則に基づいて作成された財務
諸表が提供された場合には、取締役によるそれ以上の判断を要さずに、貸借対照表
テストをみたしているか否かの判断に際して、その状況の下で合理的であったと決
定的に（conclusively）見なされるべきであると考える。」と結論付けていた（Task 
Force［１９８３］pp.３０１-３０３）。
（５）１９８４年改訂模範事業会社法
　１９８４年改訂模範事業会社法（Revised Model Business Corporation Act） １５第６． ４０条
は、１９８０年改訂後１９５０年模範事業会社法第４５条を踏襲したものであり、その実質に
は、ほとんど変更が加えられなかった。
　そして、第６． ４０条に対するオフィシャル・コメントにおいては、「取締役会には、
その時点で、新たに発見されたり、引き続いて発生する事実や状況ゆえに、計算書
類に信頼を置くことが不合理であるということに気づいていない限り、あらゆる状
況において、第６． ４０条（c）項（２）号の貸借対照表テストをみたしているか否か
を判断するにあたって、一般に認められた会計原則に基づいて作成された直近の計
算書類に合理的に依拠することが許されるべきである。しかし、第６． ４０条は一般に
認められた会計原則の使用を強制してはいない。その状況において合理的な会計実
務及び原則を用いることを求めるのみである。１９３４年証券取引所法による登録が義
務付けられている公開会社は一般に認められた会計原則に基づいた財務諸表を用い
なければならず、また、他の多くの会社も現実にはそうしているが、多くの小規模
または閉鎖的な会社はそうではない。それらの会社の一部は、税務会計ベースで帳
４６
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１５　１９８８年には、「改訂」という語が削除されたが、本稿においては、１９５０年模範事業会社法
と区別するため、以下、「改訂模範事業会社法」という。
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簿を作成し、それに基づいて計算書類を作成している。他の会社は、おおむね一般
に認められた会計原則に対応しているものの、いくつかの点（たとえば脚注におけ
る開示）で一般に認められた会計原則から離脱した計算書類を作成しているかもし
れない。会社の行動についてのこれらの事実は、合理性という制定法上の基準の方
が、一般に認められた会計原則を規範力を有する基準（normative standard）として
定めるよりも、合理的な程度の柔軟性を実現し、閉鎖的会社を含めてこれらの条項
に服するさまざまな形態の事業会社の必要に対応するためには適切であるというこ
とを示している。したがって、改訂模範事業会社法は、一般に認められた会計原則
は、常に『その状況の下で合理的』であり、他の会計原則は、合理性という一般的
な基準の下で、たとえ、それらが第６． ４０条（d）項が定めるような「公正価値」あ
るいは「現在価値」を含んでいないとしても、完全に受容可能でありうると考え
る。」とされている（Commitee on Corporate Laws［１９８６］p.２６４）。
　現在では、多数の州法が、改訂模範事業会社法第６． ４０条に倣った規定を置いてい
る１６。もっとも、たとえば、ニュージャージー州法は、改訂模範事業会社法型の分
配規制を定めつつ、貸借対照表テストを適用するにあたって、一般に認められた会
計原則に従って作成された計算書類を用いることができる旨を、選択肢の１つとし
て、明示的に規定している（N.J. Stat. § １４A: ７-１４．１（３））。また、かつて、ミシ
ガン州法は資産の価値の総額は、一般に認められた会計原則または現在の公正な市
場価値に基づいて決定することができると定めていたし（Michigan Compiled 
Laws Ann. § ４５０-１１１０（West １９７３）） １７、ノースカロライナ州事業会社法５５−４９条
（N.C. Gen. Stat. § ５５-４９）の（b）項は、配当規制における貸借対照表テストとの
４７
１６　Ark. Stat. Ann.§ ４-２７-６４０, Fla. Stat. § ６０７.０６４０１, Ga. Code Ann. § １４-２-６４０, HRS § ４１４-
１１１, ８０５ ILCS ５/９.１０, Ind. Code Ann. §§ ２３-１-２８-３, ２３-１-２８-４（Burns） ,Iowa Code Ann. § 
４９０.６４０（West） ,Ky. Rev. Stat. Ann. § ２７１B.６-４００, Md. Corporations and Associations Code 
Ann. § ２-３１１, MCLS § ４５０.１３４５, Miss. Code Ann. § ７９-４-６.４０, Mont. Code Anno. 
§ ３５-１-７１２, Nev. Rev. Stat. Ann. § ７８.２８８, N.H. Rev. Stat. Ann. ２９３-A: ６.４０, N.J. Stat. 
§ １４A:７-１４.１, N.M. Stat. Ann. § ５３-１１-４４, N.C. Gen. Stat. § ５５-６-４０, Ore. Rev. Stat. 
§ ６０.１８１, １５ Pa.C.S. § １５５１（評価基準については*参照） ,S.C. Code Ann. § ３３-６-４００, 
Tenn. Code Ann. § ４８-１６-４０１, Utah Code Ann. § １６-１０a-６４０, Va. Code Ann. § １３.１-６５３, 
Rev. Code Wash.（ARCW）§ ２３B.０６.４００, Wis. Stat. § １８０.０６４０, Wyo. Stat. § １７-１６-６４０.
１７　現在は、改訂模範事業会社法と同様の分配規制を、事業会社法（MCLS § ４５０. １３４５）が
定めており、同条（４）項は、取締役会は、その状況の下で合理的な会計の実務と原則に
基づいて作成された計算書類に基づいて、公正価値評価またはその他の合理的な方法に基
づいて、その分配が（３）項で禁止されていないかを判断することができると規定してい
る。
関連で、「その会社によって遂行されている種類の事業に適用されるべき一般に認
められた健全な会計実務の原則（generaly accepted principles of sound accounting 
practice）」に従って、資産を会計帳簿に記載することを認めていた１８。
（６）一般に認められた会計原則に一定の意義を与えている法域
１）アラスカ
　アラスカ州会社法典第３５８条（Alaska Stat. § １０.０６.３５８）（a）項はカリフォルニア
州会社法に倣った分配規制を定めているが１９、一般に認められた会計原則に高い位
置づけを与えている。すなわち、第３５８条（e）項は、取締役は、一般に認められた
会計原則に従って作成された計算書類に基づいて、またはその状況において、公正
・・
かつ合理的である
・・・・・・・・
会計の実務及び原則に基づいて分配が禁止されていないという判
断をすることができると定めているが、同条（f）項は、一般に認められた会計原
則に従って作成された計算書類及び一般に認められた会計原則に従ってなされた判
断は公正かつ合理的であるとし、他の実務及び原則の下で作成された書類及びなさ
れた判断が公正かつ合理的であるという質を有していることは会社によって証明さ
れなければならないと規定している。
　１９８２年に、会社法委員会が策定したアラスカ州会社法典案が上院に提出されたが
（S.B. ８７３, １２th Leg., ２nd Sess.（１９８２））、当初の法案第９５０条（５）では、カリ
フォルニア州会社法第１４４条と同様の規定を設けることが提案されていた（See 
S.B. ２４６, １３th Leg., １st Sess. １５０-１５１（１９８３）） ２０。その後、会社法委員会は、一定
の無担保債権者に対する会社の役員及び取締役の第２次的責任を定めることを提案
したが（法案４８８条）、それに対する反対とともに、一般に認められた会計原則に従
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１８　なお、現在のノースカロライナ州事業会社法５５-６-４０条（N.C. Gen. Stat § ５５-６-４０）の
（c）項は、改訂模範事業会社法と同様の分配規制を定めているが、同条（d）項は、ミシガ
ン州法と同様、取締役会は、その状況の下で合理的な会計の実務と原則に基づいて作成さ
れた計算書類に基づいて、公正価値評価またはその他の合理的な方法に基づいて、その分
配が（c）項で禁止されていないかを判断することができると規定している。
１９　See Fessler［１９９０］p.４２ fn.９５ and p.４５. Fesslerは、アラスカ州会社法典の財務に関する
条項は、改訂模範事業会社法において勧告されている手続的柔軟性を結びつけつつ、カリ
フォルニア州法に示された実体的制約を含むものであると要約できると指摘している
（Fessler［１９９０］pp.４１-４２）。
２０　上院法案（Senate Bil）第２４６号の第３５８条（c）は、現物で分配する場合には、その目的
物の額は一般に受け入れられた会計原則に従って作成された会社の計算書類上に計上され
たその目的物の価値に基づいて決定することを明示的に求めていた（S.B. ２４６, １３th Leg., 
１st Sess. ２８）。
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うことを求める規定に対する反対も表明された。この反対論は、費用/便益分析の
視点から唱えられ、アラスカの大多数の会社は利害関係者の数においても売上高に
おいても小規模であり、そのような事業体にとっては、職業的専門家による会計
サービスのコストは当該事業体及び公衆にとっての便益を超えると予想されると指
摘された。
　このこともあって、法案は、第１３会期第１開催期間に再提出され（S.B. ２４６, 
H.B. ４７８, １３th Leg., １st Sess.（１９８３））、公聴会などを通じて、一般に認められた会
計原則の利用をめぐって意見の対立があることが判明した。そして、１９８４年秋には
このままでは、法案の可決は困難であることが予想され、また、改訂模範事業会社
法の草案は、一般に認められた会計原則に従うことを強制しないことが明らかに
なった。そこで、一般に認められた会計原則に従うことは、会社の帳簿、記録及び
書類が記載すべき事項を公正かつ合理的に表示することを確保するという、より高
次の目標を実現するためのものにすぎないという観点から、第９７０条を再起草し、
（５）項は、「本章のある条文により要求される特定の会計処理のほかは」、（A）
「本章における会社の計算書類、貸借対照表、損益計算書及び財政状態変動計算書
への言及、ならびに、会社の資産、負債、利益（earnings）、稼得利益及び同様の会
計項目への言及は、意図されている事項を公正かつ合理的に表示するために作成さ
れた計算書類または項目を意味する」と、（B）は、「その時に適用される一般に認
められた会計原則に従ってまたは決定された計算書類は公正かつ合理的である」
と、それぞれ定めることとし（Alaska Stat. § １０.０６.９７０（５）（１９８９））、会社法典
は、第１５会期に成立した（１９８８ Alaska Sess. Laws ch. １６６, § １）。他方で、この成
立した会社法典は、株主への分配が３５８条の下で適法であるか否かを判断するにあ
たっては一般に認められた会計原則に従うことを求めていた。
　そこで、施行までの期間内に、もう一度改正がなされ（１９８９ Alaska Sess. Laws 
ch. ８２, § １２, １３, １４）、第３５８条（e）項及び（f）項として現在のような規定が設け
られたという経緯がある。
２）メリーランド
　メリーランド州では、会社及び社団法典２-３１１条（a）項（Md. Corporations and 
Associations Code Ann. § ２-３１１（a））が、改訂模範事業会社法と同様の分配規制を
定めており、同条（b）項は、改訂模範事業会社法と同様、その状況において合理
４９
的な会計の実務及び原則に基づいて作成された計算書類または公正価値評価もしく
はその他のその状況において合理的な方法に基づいて判断することができると規定
しつつ、１-４０２条は、「表示資本、剰余金、資本剰余金、稼得剰余金、その他のメ
リーランド州法を設立準拠法とする会社の財務状況または経営成績に関する項目ま
たは事項に関する本法の規定の下で求められ、または許容される判断は、本法の特
定の規定がそうしないことを求めておらず、かつ、一般に認められた会計の実務及
び原則（generaly accepted accounting practices and principles）に善意で従ってなさ
れたときには、反対の証拠がない限り（prima facie）正しく（proper）、かつ本法に
従っているものとする」と規定している。
３）ペンシルバニア
　ペンシルバニア州法も、改訂模範事業会社法型の分配規制を定めているが（１５ 
Pa. C.S. § １５５１（b））、資産・負債の帳簿価額、未実現増価や未実現減価などを考慮
に入れた評価、セグメントごとまたは継続企業としての全体として評価した会社の
資産及び負債の現在価値、その他、その状況の下で合理的な方法に基づいて、取締
役会は分配可能であるかを判断することができるとされ、さらに、取締役会は、一
般に認められた会計原則またはその企業が記帳にあたって一般に用いているもので
あって、その状況の下で合理的な会計の実務及び原則に基づき作成された貸借対照
表に反映することが求められていない限り、債務と負債を考慮に入れる必要はない
と規定されている（§ １５５１（c））。
４）テキサス
　テキサス州法は、（１９５０年）模範事業会社法型の分配規制を行なっているが
（Texas Business Organizations Code § ２１.３０３）、選択肢の１つとして、会社が支払
不能か否か、または支払不能となるか否かの判断、会社の純資産、表示資本または
剰余金及びそれらの構成要素の価値の判断にあたっては、一般に認められた会計原
則に従って作成された会社の財政状態を示す計算書類などを含む計算書類に基づく
こともできると定めている（§ ２１.３１４（a）（１）（B））。
５）ロードアイランド
　ロードアイランド法は、利益配当や自己株式取得などに係る責任との関連で、正
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当な注意をもって善意で行動したときには責任を負わないとするとともに、社長も
しくは会計記録について責任を負う役員によって、正しく（corect）、かつ、一般
に認められた会計原則に基づいたものであるとして提供され、または会社の財政状
態を適正に反映した旨が独立公共会計士もしくは独立公認会計士または独立会計士
事務所の書面による報告に記載されている財務諸表に善意で信頼を置いたときには
責任を負わないと定めている（R.I. Gen. Laws § ７-１.２-８１１（c））
（７）改訂模範事業会社法型の分配規制をしない法域のうち一般に認められた会
計原則に言及しないもの
１）デラウェア
　デラウェア州一般会社法（Del. Code, Tit. ８, Chap. １）第１７０条は、会社の剰余金
から、または、剰余金がないときは、利益配当が宣言される会計年度以前の会計年
度の会社の純利益から利益配当を宣言し、支払うことができることを原則としてい
る。そして、剰余金とは、純資産が資本を超過する額をいうとされている（１５４
条）。
　そして、第１７２条は、取締役会の構成員は、会社の資産、負債及び/もしくは純
利益の価値及び額、または、それから利益配当が正しく宣言されかつ支払われう
る、もしくは、それをもって会社の株式が正しく買い受けられ、もしくは償還され
うる剰余金その他の資金の存在及び額に関するその他の事実につき、会社の記録及
び会社の役員もしくは従業員、もしくは取締役会の委員会が会社に提出し、または
会社よりもしくは会社のために相当の注意をもって選任されたその他の者がその者
の職業上のまたは専門家としての技倆の範囲内にあると、その取締役が合理的に信
ずる事項に関して、会社に提出した情報、意見、報告書または陳述に善意で信頼を
置く場合には、十分に保護されなければならないと定めている。公共会計士の意見
等に信頼を置く場合には、公共会計士は、通常、一般に認められた会計原則に従っ
た計算書類を作成し、またはそのような計算書類につき無限定適正意見を表明する
と考えられるため、取締役の免責（信頼の抗弁）との関連では、一般に認められた
会計原則に従って作成された計算書類を黙示的にセーフ・ハーバーとして認めると
いう効果が生じていると評価でき、デラウェア州も一般に認められた会計原則を黙
示的に認知しているとみることができる（See Task Force［１９８３］p.２９４）。
　もっとも、第１７２条は、従業員などの意見に信頼を置くことも認めているため、一
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般に認められた会計原則に従っていることだけがセーフ・ハーバーとなるわけではな
い。むしろ、デラウェア州会社法の下での配当規制との関連では、合理的な方法であ
れば、どのような方法によって純資産を算定することもできるというのが、裁判所が
採用してきた見解である。すなわち、歴史的原価によることを一般に認められた会計
原則が要求している場合にも、その要求に従うことは求められておらず、会社は現在
価値または公正な市場価値で資産を再評価することができ（e.g. Morris v. Standard 
Gas and Electric Co., ６３ A.２d ５７７（Del. Ch. １９４９））、また、一定の場合には再評価
をする必要があると解されている（Kohls v. Duthie, ７６５ A.２d １２７４（Del. Ch. ２０００）．
See also Mountain State Steel Foundries, Inc. v. Commissioner, ２８４ F.２d ７３７（４th Cir. 
１９６０））。
　しかも、Klang事件判決（Klang v. Smith’ s Food and Drug Centers, Inc., ７０２ A.２d 
１５０（Del. １９９７））において、デラウェア最高裁判所は、割引後キャッシュ・フロー
の評価額から長期性負債の額を控除して得た額に基づいて、純資産を算定すること
を認めた２１。これは、裁判所が、選択した合理的な評価方法に従って、資産や負債
といった法律上の概念について、取締役会があてはめることを許容し、法をリベラ
ルに適用している一例と位置付けることができる（Cunningham［２００７］p.１４４５） ２２。
２）ニューヨーク
　１９６１年事業会社法第５１０条は、剰余金からのみ配当することができるとし、かつ、
配当宣言、配当の支払または分配の後に残存する会社の純資産の額は少なくとも表
示資本額に等しくなければならないとしている。
　前述したRandal v. Bailey事件判決において、未実現増価の配当財源性が認められ
たが、両院合同会社法改正調査立法委員会は、価値（value）という語を削除した
１９６１年事業会社法の文言は、「資産の未実現評価益を含む、いかなる剰余金からでも、
配当を支払うことを認める」法を変更することを意図していないと指摘している
（N.Y. Legislative Document No.１２, Explanatory Memorandum（Appendix C）６２ 
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２１　これは、将来の予想利益を用いることを認めるものであって、伝統的なルール（See 
See v. Heppennheimer, ６１ A. ８４３（N.J. Equity １９０５））に反するものである。
２２　もっとも、デラウェア州法において「一般に認められた会計原則」という概念が用いら
れている例がないわけではない。たとえば、事業税（corporate franchise tax）との関連で
は、「報告会社と連結される事業体に対する持分は、一般に認められた会計原則に従って定
まる価値で、「資産合計（total assets）」及び「総資産合計（total assets）」に含めなければな
らない」と定めている（Del. Code Ann. tit. ８, § ５０３（２０１０））。
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（１９６１）） ２３。したがって、ニューヨーク州事業会社法においては、分配規制との関連で
は、一般に認められた会計原則に従うことを明示的には要求していないと解するこ
とが穏当である２４。他方、事業会社法第７１７条（a）が、「…公共会計士その他の者の
職業上の、または専門家としての技倆の範囲内にあると、その取締役が信じる事項
に関して、それらの者」（７１７条（a）（１））により「作成され、または提出される
計算書類及びその他の財務資料を含む情報、意見、報告書または陳述を信頼するこ
とができる」と定めているところ、公共会計士は、通常、一般に認められた会計原
則に従った計算書類を作成し、またはそのような計算書類につき無限定適正意見を
表明すると考えられるため、取締役の免責（信頼の抗弁）との関連では、一般に認
められた会計原則に従って作成された計算書類を黙示的にセーフ・ハーバーとして
認めるという効果が生じていると評価できる（See Task Force［１９８３］p.２９４）。
３）ルイジアナ
　事業会社法１２：６３条（La. R.S. １２：６３）は、デラウェア州型の分配規制を定めて
おり、１２：９２条（La. R.S. １２：９２）のE．は「取締役は、その任務を遂行するにあ
たって、会社の役員及び従業員ならびに取締役会…または役員によって合理的な注
意を払って選定された顧問…、または独立会計士もしくは公認会計士、または、取
締役会…または役員によって合理的な注意を払って選定されたその他の者の職業上
の、または専門家としての技倆の範囲内にあると、その取締役が信じる事項に関し
て、それらの者によって善意で会社の記録ならびに会社や取締役会…に提出された
情報、意見、報告書または陳述に依拠することによって完全に保護される。」と定
めている。したがって、公認会計士等の意見等に信頼を置く場合には、公認会計士
等は、通常、一般に認められた会計原則に従った計算書類を作成し、またはそのよ
うな計算書類につき無限定適正意見を表明すると考えられるため、取締役の免責
（信頼の抗弁）との関連では、一般に認められた会計原則に従って作成された計算
５３
２３　もっとも、de CaprilesとMcAnifは、文言の変更により、Randal判決の法理に変更が加
えられたと評価している（de Capriles and McAnif［１９６１］p.１２５６）。すなわち、「資産の価
値」という文言が削除されたのは、「剰余金の計算のための通常の会計上の数値（ordinary 
accounting figures）に依拠するよりも、資産の評価を必要とする解釈」（N.Y. Legislative 
Document No.１２, Foreword ９（１９６１））を避けるためであったとしている。
２４　もっとも、ニューヨーク州法が一般に認められた会計原則を用いている例がないわけで
はない。たとえば、銀行法第６５１条は、保有すべき資産との関連で、一般に認められた会計
原則に従って算定された市場価格または帳簿価額を用いた規制を定めている。
書類を黙示的にセーフ・ハーバーとして認めるという効果が生じていると評価で
き、デラウェア州と同様、ルイジアナ州も、一般に認められた会計原則を黙示的に
認知しているとみることができる
　もっとも、有限責任会社法１２：１３２７条（La. R.S. １２：１３２７）のB.（１）が「有限
責任会社は、その状況の下で合理的である会計の実務及び原則に従って作成された
計算書類または公正価値評価もしくはその状況の下で合理的な方法に基づいて、…
分配が禁止されていないと判断することができる。本条において、一般に認められ
・・・・・・・ ・・・・・・・
た会計原則は合理的であるとみなされる
・・・・・・・・・・・・・・・・・・
。」（圏点―弥永）と定めていることと対比
すると、事業会社の分配規制との関連では、一般に認められた会計原則に特別な意
義を与えていないと理解するのが自然であるようである。
２　株主に対する財務情報の提供と会計基準
（１）模範事業会社法
　１９５０年模範事業会社法及び１９６９年模範事業会社法は、そもそも、計算書類の株主
への提供について規定を置いていなかった。１９７９年模範事業会社法改正により、第
５２条が追加され、１９８４年模範事業会社法１６． ２０条と同様の規定が設けられた。１９８４
年模範事業会社法１６． ２０条は２５、株主に対して年度計算書類（annual financial 
statements）、適切な場合には連結計算書類または結合計算書類を提供することを要
求している２６。しかし、一般に認められた会計原則に従って作成することは必ずし
も要求されていない。
　すなわち、（b）項は、年度計算書類が公共会計士の監査報告の対象となっている
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２５　１９７９年改訂後１９６９年模範事業会社法５２条と内容的には同じ規定であるが、項の分け方が
異なる。
２６　なお、１９８４年模範事業会社法１６． ２０条を採用している州は２３存在する（Ala. Code § １０- 
２B-１６.２０, Ariz. Bus. Corp. Act § １０-１６２０, Ark. Stat. Ann. § ４-２７-１６２０, Colo. Rev. Stat. 
§ ７-１１６-１０５, Conn. Gen. Stat. Ann. § ３３-９５１（West） ,Fla. Stat. Ann. § ６０７.１６２０（West） ,
Ga. Code Ann. § １４-２-１６２０, Idaho Code § ３０-１-１６２０, Ind. Code Ann. § ２３-１-５３-１（Burns） ,
Iowa Code Ann. § ４９０.１６２０（West） ,Ky. Rev. Stat. Ann. § ２７１B.１６.２００, Miss. Code Ann. 
§ ７９-４-１６.２０, Mont. Code Anno. § ３５-１-１１１０, N.H. Rev. Stat. Ann. § ２９３-A: １６.２０, N.C. 
Gen. Stat. § ５５-１６-２０, S.C. Code § ３３-１６-２００（Law Co-op.） ,Tenn. Code Ann. § ４８-２６-
２０１, Utah Code § １６-１０a-１６０, Vt. Stat. Ann. Tit. １１A, § １６.２０, Va. Code § １３-１-７７４, 
Wash. Rev. Code Ann. § ２３B.１６.２００, Wis. Stat. Ann. § １８０.１６２０（West） ,Wyo. Stat. § １７-
１６-１６２０）。また、ウェストバージニア州法（W. Va. Code § ３１D-１６-１６２０）やペンシルバニ
ア州法（１５ Pa. C.S. § １５５４）は、ほぼ同じ趣旨の規定である。
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ときは、その監査報告を添付しなければならないとするとともに、監査報告が添付
されない場合には、「その年度計算書類が一般に認められた会計原則に基づいて作
成されたか否かについての合理的確信（reasonable belief） ２７及び、基づいて作成され
ていないと考えるときは、作成の基礎」（（b）（１））を示す社長または会社の会計
記録についての責任者によるステートメント（statement） ２８を添付しなければならな
いと定めている。また、（a）項第２文も、「その会社の財務諸表（financial 
statements）が一般に受けられた会計原則に基づいて作成されているときは、年度
計算書類もまたそれに基づいて作成されなければならない」と定めている。
　このように、一般に認められた会計原則（GAAP）に従うことが要求されていな
い理由について、オフィシャル・コメントでは、「多くの小規模な会社は計算書類
をGAAPに基づいて作成したことがない。「現金主義の」計算書類（小規模な会社
の税の申告書の作成においてしばしば用いられる）はGAAPに準拠したものではな
い。閉鎖的な会社であっても発生主義で会計記録を行い、それに基づいて連邦所得
税の申告書を提出することがあるが、しばしば、その計算書類をGAAPに基づいて
表示するために要求されうる修正を加えることをしない。このような検討に照らす
と、ある小規模で閉鎖的な会社にGAAPに従うことを要求することはあまりに煩瑣
である。」と説明されている２９。もっとも、当該年度について、他の目的のために
GAAPに基づいた財務諸表を作成している場合には、それを株主に提供しなければ
ならないものとされている。
（２）カリフォルニア
　カリフォルニア州会社法典第１１４条は、「本編における会社の財務諸表、貸借対照
表、損益計算書、財務状況変動計算書への言及、ならびに、会社の資産、負債、収
益、留保利益及び同様の会計項目への言及は、本編の各条において別段の定めがな
い限り、その時点で適用される一般に認められた会計原則に適合して、それが表示
５５
２７　オフィシャル・コメントによると、社長などは専門家として訓練された会計士ではなく、
専門家に求められる基準に従うことを要求されないことに注目し、意見（opinion）との違
いを示すためにこの表現が選ばれた。
２８　オフィシャル・コメントによると、社長などは専門家として訓練された会計士ではなく、
専門家に求められる基準に従うことを要求されないことに注目し、報告書（report）または
証明書（certificate）との違いを示すためにこの表現が選ばれた。
２９　１９７９年改訂の際の会社法委員会報告書におけるコメント（Commitee on Corporate Laws
［１９７８］pp.９３２-９３３）とほぼ同じである。
すべき事項を一般に認められた会計原則に適合して適正に表示して、作成されまた
は計算された計算書類または会計項目をいう」と定めており、第１５０１条１項により
株主に送付することが求められる年度報告書に含めるべき貸借対照表、損益計算書
及びキャッシュフロー計算書は、原則として、一般に認められた会計原則に従って
作成しなければならないことになる。しかし、第１５０１条３項は、第１１４条の規定に
かかわらず、株主名簿上の株主が１００人未満の会社の計算書類は、それが会社の資
産及び負債ならびに収益及び費用を合理的に示しており、作成にあたって用いた会
計方針が開示されるときには、一般に認められた会計原則に従って作成することを
要しないと定めている。
（３）アラスカ
　アラスカ州会社法典第４３３条（Alaska Stat. § １０.０６.４３３）は、会社は、原則とし
て、株主に、貸借対照表、損益計算書及び財政状態変動計算書を含む年度報告書を
送付しなければならないと定めている。１． （６） １）でみたように、会社法典第９７０
条（Alaska Stat. § １０.０６.９７０）（５）項（A）は、会社法典中のある条文により要求
される特定の会計処理のほかは、会社法典における会社の計算書類、貸借対照表、
損益計算書及び財政状態変動計算書への言及、ならびに、会社の資産、負債、利益
（earnings）、稼得利益及び同様の会計項目への言及は、意図されている事項を公正
かつ合理的に表示するために作成された計算書類または項目を意味すると、（B）
は、「その時に適用される一般に認められた会計原則に従ってまたは決定された計
算書類は公正かつ合理的である」と、それぞれ定めており、これは、第４３３条との
関連でも妥当する。
（４）株主からの請求があったときに提供するものとしている法域
　たとえば、ニューヨーク州事業会社法第６２４条（e）項は、株主から書面による請
求があったときには、直近会計年度の貸借対照表及び損益計算書ならびに、株主に
配布しまたは公衆にとって利用可能とされている中間財務諸表があるときには、直
近の中間貸借対照表及び中間損益計算書を株主に提供しまたは送付しなければなら
ないと定めている。しかし、どのような会計原則に従って計算書類や中間財務諸表
を作成すべきかについては規定を設けていない。
　イリノイ州（８０５ ILCS ５/７.７５（e））、ルイジアナ州（La. R.S. １２：１０２）、ミシガ
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ン州（MCLS § ４５０.１４８７（１））、ニュージャージー州（N.J. Stat. § １４A：５-２８）、
ロードアイランド州（R.I. Gen. Laws § ７-１.２-１５０２）、サウスダコタ州（S.D. Codified 
Laws § ４７-１A-１６２０）、テキサス州（Tex. Business Organizations Code § ２１.２１９）な
ども同様の状況にある。
　他方、オハイオ州法（ORC Ann. １７０１.３８）は、株主からの書面の請求に応じて年
度財務報告書を送付すれば足りるとしつつ、計算書類には、その計算書類は前会計年
度と首尾一貫して適用される一般に認められた会計原則に従って会社の財政状態を公
正に表示している旨またはその計算書類がその状況の下で合理的な会計実務及び原則
に基づいて作成されている旨の、会社の社長、副社長、会計役もしくは副会計役また
は公共会計士もしくは公共会計士事務所によって署名された意見を付さなければなら
ない（§ １７０１.３８（B））としている３０。ミネソタ州法（Minn. Stat. § ３０２A.４６３）も、そ
の状況の下で合理的な会計の方法によることを求めているし、ノースダコタ州法
（N.D. Cent. Code, § １０-１９.１-８５）も、公共会計士の監査を受けていないときには、
その状況の下で合理的な会計の方法によって作成されたことについての合理的確信
を記載した書面の作成を要求している。
　さらに、メイン州法（１３-C M.R.S. § １６２０）、ネブラスカ州法（R.R.S. Neb. § ２１-
２０, １８６）などは、株主からの請求があったときに提供すれば足りるとしているが、
この点を除いては、改訂模範事業会社法と同様の定めであり、その会社のための財
務諸表が一般に認められた会計原則に基づいて作成されているときには、年度計算
書類もまた一般に認められた会計原則に基づいて作成しなければならないと定めて
いる。
　なお、ニューメキシコ州は、株主の計算書類へのアクセスを認めなければならな
いと定めるにとどまり、作成にあたって従うべき会計原則には言及していない
（N.M. Stat. Ann. § ５３-１１-５０, D.）。
（５）株主に対する財務情報提供を要求していない法域
　たとえば、デラウェア州一般会社法（Del. Code, Tit. ８, Chap. １）は、事業年度
５７
３０　なお、１９２７年オハイオ州一般会社法第６４条は、年次株主総会または取締役を選任する総
会に、損益計算書及び貸借対照表を提出することを要求していたが、それらが真実かつ正
確であり（true and corect）、会社の状況についての公正な概観（fair view）を提供するも
のであることを記載した、会社の社長、副社長、会計役もしくは副会計役または公共会計
士もしくは公共会計士事務所によって署名された証明書を添付することを求めていた。
に係る財務情報を株主に提供することを要求していない３１。このように、株主に対
する財務情報提供を要求していない州においては、当然のことながら、財務情報
（年度報告書など）を一般に認められた会計原則に従って作成することも要求され
ないことになる。
３　会社法と一般に認められた会計原則
　これまでの分析からも明らかなように、カリフォルニア州を除き、会社法上は、
「一般に認められた会計原則」に従うことは要求されておらず、しかも、カリフォ
ルニア州においても、財務情報の提供の観点からは、例外規定が設けられている。
これは、①連邦証券諸法上の一般に認められた会計原則を中小企業や閉鎖的会社に
適用することは適切ではないこと（そもそも、そのような慣行が存在するとはいえ
ない）、②情報提供目的、分配可能額算定目的、課税所得算定目的など、目的に
よって異なる会計基準が妥当する可能性があること、③一般に認められた会計原則
の内容が必ずしも一意的には定まらないこと、④分配規制との関連に限れば、一般
に認められた会計原則が変化することによって、分配規制の内容が直ちに影響を受
けるのは適切ではないこと、また、⑤未実現増価は分配可能額を増加させるという
のが多くの州において確立された裁判例であり、一般に認められた会計原則による
ことを要求することはこの判例法を覆す効果があり、そのような効果を生じさせる
立法には慎重さが求められたこと、などの要因に基づくものであると推測される
（Siegel［１９８５］pp.３２３-３２７）。また、Siegelは、一般に認められた会計原則を州会社
法などにおいて認知することは、一般に認められた会計原則によって分配規制の内
容が変更されるという効果をもたらし、利害関係者がそれを懸念して、会計原則の
発展を妨げるようなロビイングを行うことを誘発する可能性があるという議論や法
律上の基準をどのように適用すべきかは裁判所が判断すべきことであって、財務会
計基準審議会のような外部主体にルールの設定権限を委ねることは政策的に適切で
はないばかりか違法であるという議論があると指摘している（Siegel［１９８５］
p.３２６）。
　他方、１９７７年カリフォルニア州一般会社法が、分配規制との関連においても財務
５８
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３１　そこで、たとえば、Pease［１９８９］p． ４８３などは、模範事業会社法１６． ２０条と同様の規定を
設けることを真剣に検討すべきであると主張している。
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情報の提供との関連においても、会計処理の実体面を「一般に認められた会計原
則」に委ねてしまうという判断を行う際に、証券規制における民間会計基準設定主
体による会計基準の開発・設定をめぐってなされてきた、いわゆる正統性の問題が
重要な争点の１つとなったという指摘はみあたらない（久保［２００４］参照）。
　重大な問題を惹起しなかった根拠として、想定できるものの第１は、カリフォル
ニア州一般会社法（現在ではカリフォルニア州会社法典）第１１４条は、一般会社法
（会社法典）に別段の定めがない限りにおいて（subject to any specific accounting 
treatment required by a particular section）、一般に認められた会計原則に従うことを
要求しているにすぎないからである（Siegel［１９８５］p.３２６）。すなわち、一般に認
められた会計原則に従うことが不適切な場合あるいはそれ以外の会計処理方法を認
めることが適切な場合には、会社法典に書き込むことで対応できるのであって、権
限の委譲ではなく、一種の組込み（incorporation）にすぎないという解釈が可能で
ある。
　第２に、立法者の意図はともあれ、「一般に認められた会計原則」という概念は
現実にはかなり広い範囲の会計処理を許容するものであり、１９７７年当時には、証券
諸法との関連でも、そのようにいうことができた。すなわち、一般に認められた会
計原則の下では、発生主義会計が要求され、現金主義会計は許容されないなどの基
本的なルールを除けば、経営者の裁量の幅を極端に狭めるものとは考えられなかっ
たのではないかと推測される。また、少なくとも、財務会計基準審議会などの会計
基準設定主体は会社法典では特定されておらず３２、また、証券諸法上の「一般に認
められた会計原則」と会社法典における「一般に認められた会計原則」とが完全に
一致することを示す明文の規定も存在しない。したがって、何が「一般に認められ
た会計原則」であるかは、裁判所が判断することになる。
　第３に、一般会社法（会社法典）の下で、分配規制違反や財務情報の不実開示が
５９
３２　たとえば、カリフォルニア州事業及び専門家法典（Business and Professions Code）の
１７５１０.３条及び１７５１０.４条は、寄付の勧誘者に一定の明示的な開示を要求しているが、
１７５１０.５条がアメリカ公認会計士協会及び財務会計基準審議会によって定められた一般に認
められた会計原則に従って事業記録及び開示を行うことを要求しているのに対し（たとえ
ば、People v. Orange County Charitable Services, ８７ Cal. Rptr. ２d ２５３（Cal. Ct. App. １９９９）
事件において、カリフォルニア州法務長官は、この点を指摘した（at ２６８））、会社法典で
は明示的にアメリカ公認会計士協会及び財務会計基準審議会に言及していないことから、
会社法典との関連では、「一般に認められた会計原則」はより広く解釈されているという見
方も成り立ちうる。
問題とされた事案に係る公表裁判例は少ないことからは、「一般に認められた会計
原則」に違反しているという点を捉えて、会社法違反とされることはめったにない
という評価が可能かもしれない。実際、分配規制違反との関連で、一般に認められ
た会計原則の内容を探究した公刊裁判例はきわめて少ないうえ、数少ない裁判例に
おいても、柔軟なアプローチが採用されている。たとえば、UMF Systems, Inc, v. 
Eltra Corporation事件判決（１７ Cal. ３d ７５３, ５５３ P.２d ２２５）において、裁判所は、
将来の支払リース料は、一般に認められた会計原則の下では「債務（debt）」にあ
たらないとする被告の主張を退けたが（１７ Cal. ３d, at ７５８, ５５３ P.２d, at ２２８）、こ
れは、あくまで、レッサーが違法配当に係る責任追及訴訟の原告適格を有するか否
かの判断にあたっての解釈であり、被告が自己株式を取得したことが会社法第８２４
条に違反するものであるか否か、稼得剰余金が十分に存在していたかの判断にあ
たっては、被告が主張するようなより狭い「債務」の定義が適用される可能性もあ
る（might wel apply）と判示していた（１７ Cal. ３d, at ７５９, ５５３ P.２d, at ２２８）。
　このように、会社法の下でも、一般に認められた会計原則を裁判所がエンフォー
スするということはほとんどないと考えられ、財務会計基準審議会が開発した会計
基準が会社法の下で、かりに、エンフォースされるとすると、それは、公認会計士
または公共会計士もしくはそれらの事務所によるものと推測される（See 
American Institute of Certified Public Accountants［１９７２］p.４５, Benston, Blomwich, 
Litan and Wagenhofer［２００６］pp.８０-８１）。すなわち、各州の会社法の下では、すで
にみたように、分配規制との関連において、取締役が公共会計士・公認会計士に
よって作成された計算書類に信頼を置くことが認められているところ、公共会計
士・公認会計士は州の会計審議会のルールの下で、公認会計士は、これに加えて、
アメリカ公認会計士協会の職業倫理規程の下で、一般に認められた会計原則に従っ
て作成されている計算書類についてのみ、無限定適正意見を表明することができ、
また、アメリカ公認会計士協会の職業倫理規程規則２０３及びいくつかの州の会計審
議会のルールでは、財務会計基準審議会などが公表した会計基準を一般に認められ
た会計原則であると定めている。
　すなわち、州会計審議会全国協会（National association of state boards of 
accountancy）は、統一会計法モデル規則を策定しているが、Rule １０-３の（i）は、
ライセンシー（公共会計業務を行う免許を受けた者）は、爾後の改正及び版を含
む、財務会計基準書ならびに財務会計基準審議会の議決によってとって代わられて
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いない会計研究公報及び会計原則審議会意見書に従わない限り、財務諸表について
意見を表明してはならないと定めている。このモデル法は、必ずしも、すべての州
において、このまま採用されているわけではないが、たとえば、ノースカロライナ
州では、公認会計士は、一般に認められた会計原則から離脱しないとその財務諸表
がミスリーディングとなる非通例的な状況を示さない限り、財務諸表全体に重要な
影響を与える、一般に認められた会計原則からの離脱を財務諸表が含む場合には、
その財務諸表が一般に認められた会計原則に従って表示されている旨の意見を表明
してはならないと定めるとともに（a項）、爾後の改正及び版を含む、財務会計基
準書ならびに財務会計基準審議会の議決によってとって代わられていない会計研究
公報及び会計原則審議会意見書はa項にいう一般に認められた会計原則であると解
される（b項）と定めている（２１ NCAC ０８N. ０２０９）。
　また、ミシシッピ州公共会計審議会の規則は、一般に認められた会計原則は、財務
会計基準審議会、政府会計基準審議会およびその前身により公表された財務会計基準
書ならびに、財務会計基準審議会の議決によってとって代わられていない会計研究公
報及び会計原則審議会意見書のように、同様の一般に認められた権威（similar 
generaly recognized authority）を有する主体によるプロナウンスメントによって示さ
れると（Mississippi State Board of Public Accountancy, Rules and Regulations, ６.１０.２）、
ペンシルバニア州の規則も、一般に認められた会計原則は、財務会計基準審議会及び
その前身によって公表されたプロナンスメントならびに同様の一般に認められた権威
を有する主体によるプロナウンスメントによって示されると（４９ Pa. Code § １１.２８）、
それぞれ定めている。
　さらに、デラウェア州の規則は、「本審議会によって発行された資格証または認
可証を有する公認会計士または公共会計士は、アメリカ公認会計士協会の職業倫理
規程の行動規則に従うことに合意するものとする。アメリカ公認会計士協会による
規則及び解釈のすべての変更は、特に本審議会が拒絶しない限り、自動的にこれら
の規則の一部を成す」と定めており（CDR ２４-１００, ２.１）、アメリカ公認会計士協会
の職業倫理規程規則２０３も適用される。
　ニューヨーク州では、財務会計基準審議会、政府会計基準審議会及び国際会計基
準審議会を含み、それらには限らない、合衆国内の他の規制当局によって、その基
準が一般に認められている（generaly accepted）、認められた（recognized）全国的
会計組織によって公表された原則を一般に認められた会計原則であると、州公共会
６１
計審議会は考えることがある（may）とされている（Rules of the Board of Regents, 
§ ２９.１０, ７, i）。
　他方、たとえば、カリフォルニア州規則（１６ CCR ５８）やバージニア州規則
（１８ VAC ５-２１-１２０, I）などにおいては、財務会計基準審議会の財務会計基準書な
どが一般に認められた会計原則にあたるという規定は設けられていない。
　文献リストを掲載する紙幅の余裕がないため、参考文献及び引用文献は「商事法
における会計基準の受容（１６）―アメリカ（４）」筑波ロー・ジャーナル１１号
（２０１２年３月刊行予定）に一括して掲げる。
（ビジネス科学研究科教授）
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